別紙B
大阪府では現下の厳しい雇用環境を改善するため、平成２１年４月から、ふるさと雇用再生基金事業・緊急雇用創出基金事業を実施しているところです。

当該基金事業につきましては、事業実施の重要な目的として、自治体から事業主の皆様へ事業を委託することによって雇い止めや派遣切り等で退職を余儀なくされた失業者の皆様に対して「雇用機会の創出を図ること」を掲げております。

そのため、通常の委託契約において委託元へご提出（報告）頂く成果物に加えて、本事業に携わられた方々（新規に雇用された失業者の方や、既雇用社員の方など人件費として計上される方々）すべての雇用契約関係書類や賃金支払い実績等についても合わせて確認させていただきます。（その根拠となる資料も含む）

つきましては、事業主様から委託元自治体あてにご提出いただく書類とお手元に保存いただく書類の一覧を作成いたしましたので、ご確認いただき、適切にご対応いただきますようお願いいたします。
○（庁内事業実施課・自治体）へ提出頂く書類　　
	提出時期
	提出書類

	委託契約締結後事業開始まで
	・雇用計画書（別紙Ｄ）
・研修計画（別紙Ｅ）→重点分野雇用創出事業（ＯＦＦ－ＪＴあり）又は震災等緊急雇用対応事業（地域人材型）の場合

	ハローワークへ求人申込書提出後
	・求人票（コピー）→追加求人等の場合も全て

	該当月の翌月７日以内→毎月報告要
	・業務従事者状況報告書（別紙Ｈ）

	事業終了後５日以内
	・調査協力承諾書兼就職状況調査（第一回）（別紙Ｉ）

　 →原則として全員分

・就職状況調査集計表（別紙Ｊ）

・就職状況報告書（別紙Ｋ）

	事業終了後１０日以内
	・雇用実績報告書（別紙Ｌ）

　→２ヶ年事業の場合には、単年度分と２ヶ年の総括分の２種類作成してください。

	事業終了後
	① 同意書（別紙Ｇ）→原則として全員分
② 委託業務の完了が確認できるもの


· 基金事業を実施後、受託された事業主様で保存して頂く書類
（以下の書類は業務終了日の翌年度４月１日から起算して５年後の３月３１日まで保存してください。）
	雇用契約関係
	１．雇用計画書（別紙Ｄ）

　　就業規則→（作成・届出義務のある常時１０人以上の従業員を使用する事業主の場合：労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第８９条の規定による）

　　研修計画（別紙Ｅ）
→（重点分野雇用創出事業（ＯＦＦ－ＪＴあり）・震災等緊急雇用対応事業（地域人材型）の場合）
２．雇用実績報告書（別紙Ｌ）
３．業務従事者状況報告書（別紙Ｈ）
４．業務日誌（勤務ローテーション表等含む）
５．ハローワークへの求人が確認できるもの

（求人申込書・求人票の写し等）
６．出勤簿

７．労働者名簿（事業に従事した者全員分）
８．新規に雇用された方々が失業状態にあったことを確認した資料等
（雇用保険受給資格者証、廃業届、履歴書、職務経歴書、宣誓書、ハローワークの紹介状、外国人の場合は就労ビザ等）

→震災等緊急雇用対応事業の場合は、被災者又は平成２３年３月１１日以降の失業者であることの記載を確認した書類も必要
９．雇用契約書
１０．他の基金事業への就業状況確認書等（宣誓書）（別紙Ｆ） 

１１．新規雇用失業者全員に対し、雇用時点に書面にて、次の内容を通告したことが確認できる資料等

→「本事業の参加にともない、以下について同意したとみなします。法令等の定めなどにより、業務終了後５年間（業務終了日の翌年度４月１日から起算して５年後の３月３１日まで）は、国機関（厚生労働省・会計検査院等）や大阪府による調査・検査のため、あなたの個人情報の提供等行うことがあります。」

	支払い関係
	１２．委託契約書（自治体⇔受託者）
１３．総勘定元帳
１４．賃金台帳（事業に従事した者全員分）
１５．給与の支払い額が確認できる書類（銀行振込受領書等）

１６．源泉徴収票の事業主控え（事業に従事した者全員分）
１７．社会保険・労働保険関係資料（事業主負担分）

１８.金融機関口座の通帳（事業にかかる支払等【賃金、物件費等】が確認できるもの）
１９．免税事業者である場合はその旨の証明書

２０．収入とその経費の流れがわかる書類（収入が発生する場合のみ）
　※その他の経費（物件費等高額な経費、リース契約書、賃貸借契約書、支払い関係等）など


基金事業を受託された事業主の皆様へ
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